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この鉄道直属小連送業者の形成によって， やがて L小運送業者

による鉄道直属の小口敏貨物の集貨・配達に関する普通約款1

がつくられた。この約款は 1924-25 年の国有鉄道創設で し鉄

道直属小運送業者に対する普通小巡送約款1 (ARB) に代えら

れた。 ドイツでは1昆載主II送制度は 19 世紀末から行われていた

が，はじめは混載貸切扱の発迷は国鉄の小口敏巡送の収益性を

脅かすと考えられて抑制された。しかし自動車の進出に対抗す

る必要から . 1929 年夏に混載を積駆的に育成する K-148 ft率

がつくられた。それにもかかわらず鉄道の独占がくずれてきた

ので，鉄道直属小巡送業の能力の向上が改めて問題化した。そ

の対策として， ドイツ国鉄は 1 93 1 ・ 2 にシェンケノレ商会 (Schen ­

ke r 晶 Co . ) との聞に鉄道運送取扱契約(いわゆるシェンケル契

約)を締結した。当時のシェンケノレ閥会は， ドイツ最大の迎送

取扱業者であり，仏 ・ 伊 ・ スベイ γ ・バノレカン半島の諸鉄道で

独占的地位を占める国際コンツェノレ γであった。鉄道運送取扱

契約 (BSpV ) によってシェ Yケル・コ γ ツェノレンのもとにドイ

ツ鉄道運送取扱有限責任会社 (Deu ba) が設立され，同社と小運

送契約をむすぶ業者だけが鉄道直結巡送店として国鉄補助金を

うけ，混載貨物運送取扱や新設の戸口集配扱などをまかされた。

1933 年ヒットラーが政権掌控室。1935 ・ 9 の交通大医令は指導者原

理による新管理機構として 7 つの交通集団を組織した。その l

ったるドイツ巡送取扱業および倉庫業全国交通集団 (RSL) (鉄

道巡送取扱業は同集団の 6 つの下級専門群の l つを構成)が，

1940 ・ 4 から混載貨物の輸送を取扱 っ た。同年 4 月普通ドイツ巡

送取扱人約款 (ADSp. ) 尖施。ちなみに 1939 ・ 12 で鉄道巡送取扱

契約は効力を失い， 鉄道運送取扱有限会社は解散した。 第 2 次

大戦敗戦後は， 問ドイツでは， 交通集団の廃止によって， シェ

γ ケノレ商会はじめ諸業者の自由競争が復活した。 1949 ・ 5 ドイツ

国鉄本庁は L ドイツ固有鉄道の組織化された迩送取扱人による

混載貨物運送に関する規則1 (Bahn-Sammel-Best.) を制定し ，

浪i依業務を一定資絡の混紋巡送管理!人に託する こ とにな っ た。

195 1 ・ 10にL鉄道直属小迎送業務に|主1する規fllll(Roll vorschrift) 

が公布さたれ。

4 日本

(1) 通連事業のはじまり 欽道貨物取扱営業は ， 明治 6 ・ 9 鉄

道が貨物運送を開始するとともに， 三井組の手によって新橋と

横浜聞ではじめられた。!jJJj告 8 ・ 3 に ， 内国ìili迩会社外 12 名に，

三井組に準じて間営業が許可された。 内園通運会社は，駅逓~

の保護の Fに明治 5 ・ 6. 江戸定飛脚( じよ うびきゃ く )問屋を統

合再編成してつ く られた陸連元会社の後身であり，陸巡元会社

は旧幕1時代の官設伝馬所を解体して設立された，陸連会社の総

元締めの地位にあ ったが，所属陸王II会社の経営が行詰 っ て強制

解散させられたのを僚に，明治 8 ・ 3 内周辺迎会社と改称した。

内閣通迎会社は官用貨物の一手元討なとー政府の !Jぐり~IJな保護助成

によ っ て， 全国的に強大な陸連網を きずきあげた。

(2) 自 由競争H寺代 明治 12 ・ 5 太政官布告第 16 号によ っ て貨

物運送業は gl 自営業となり，新興運送業者は諸官IT'の巡送前負

業務に進出する機会を与えられたが， 実際には内国通運の官周

貨物元高~l~占はほとんどゆるがなか った。鉄道の発達と相ま っ

て， 年を追っ て運送業者の数は増加し， 明治 40 句こには鉄道開業

駅数 1 ，400 に対し 5 千店余の大小業者が乱立 し， 業界ははげし

い競争にまきこまれるにいたった。内国迅速の同盟店(かつて

の分社 ・ 取次所 ・ 継立所)は同胞会を組織し， 全国にわたっ て

陸巡約を形成していたのに対し，おもな新興運送業者は. 1m治

31 ・ 2 に 6 大駅の有力業者を発起人として， 全国運輸連合会を結

成して対抗した。 全国迎l紛連合会は内国通巡系統以外の:ì'ill送業

者の計算事業をも fi'い，その加盟店は明治 45 年には千有余に逮

した。この計算事業は明治 45 年に日本逓業株式会社 (明治 30 ・

8 資本金 10 万円で大阪市に設立された運送会社)と明治運送稼

式会社 (明治 40 ・ 3 資本金 10 万円で東京市に創立された運送会

社)に移綴された。やがて日本逓業 と 明治運送は市場協定を結

び， 姉妹会社となって，内国通運系統に対抗する勢力をきずき

あげた。日本逓業と明治運送の 2 社は，さらに官業元請へ進出

すベく ， 同業者の合併 ・ 治資によって地位の強化をはかった。

大正 5 ・ 8 明治運送が三鱗(みつうろこ)合資会社東京横浜所在店

所を買収したのと平行して，日本逓業は大正 5 ・ 11 山 口合名会社

大阪支店および天龍運輸株式会社東京横浜所在支店を買収し，

本店を東京に移して日本運送株式会社と改称 した。この日本選l

送はその後大正 12 ・ 6 満州の東盟主II送株式会社を合併 して，資本

金 1 千万円に増加して国際運送株式会社と改称した。このほか

地方には緒計算会社が分立して， 各系統の抗争は日を追っては

げしさを昨日 した。

(3) 公認、運送取扱人時代 第 1 次大戦は通巡業界にも好況を

もたらし， 小運送料金の高騰・ !nH主力業者の乱立となったが， 戦

後の景気後退につれて， 一方では高額の小運送裂が鉄道輸送の

妨げとなる と ともに， 他方で、は~~小業者の破たんが業界を混乱

におとしいれた。当時まだ陸連政督権をもたなかった鉄道院は，

公認という形で染者の資力信用を襲警し， 間接的に監督取締の

目的をはたすべ< . 大正 8 ・ 6 運送取扱人公認規定を制定，約 8

千店の業者のうち 4 .646 店(同 8 ・ 9 現在)を公認した。 公認運送

取扱人に対する笑質的な保護も迷気後払の承認， 判取簿引渡の

承認， パス交付などの便益にすぎなかった上に， たびたひ.の改

正で公認条件を緩和し， 公認業者を濫認 したため， 公認制度の

威信が失われるにいたった。大正 1 3 年に，業者の公認返上， 鉄

道公認巡送組合中央会の解体という事慾に発展し，業者は自主

的に通連事業の統一改善をはかることを目的として帝国運送協

会を結成した。しかし大正 15 . 5 にいたって， 交互計Z'):機関統一

問題で内国通運系統と国 ・ l別系統(国際運送と明治運送)とが正

問衝突し国明系は帝国運送協会を脱退して運送取扱人組合中央

会を別に組織して対抗した。鉄道省はこの紛きゅうにかんがみ

て，ついに大正 15 ・ 6 ・ 9 運送合同に|渇する声明書を発するにいた

った。この声明は当時の小運送業界に大きな衝動を与えた。

(4) 指定運送取扱人時代 業界の重鋲内国通運， 国際運送，

明治運送の 3 社は， 鉄道省声明jの趣旨にのっとり . :ì'ill送合同を

促進するì&Iì度的使法として， 共同出資で合同運送株式会社を大

正 15 ・ 10 に設立した。この 3 社の合同は業界の合同の気速を決

定的なものにした。しかし合同の突行方法に関 しては， なお横

の合同論者(各駅単位に資本合同または事業合同を行っ て，交互

青 j. tl:および取引店保詰Eなどの相互間の連絡は組合組織で行おう

との主1民者)と ， 資本(1'/縦僚の合同論者(各駅の資本合同と と も

に，強固なる資本的総括会社をたてて各駅合同業者を統制連絡

しようとの主援者)の 2 派に分れて互いに相譲らなかった。そ

こで鉄道省は協調築を示してこれを裁定した。この裁定によっ

て運送晋j .f):協会加盟 14 計算会社が合同巡送に合併し.また各駅

逃送I占の統合が順調に進んだので，昭和 3 ・ 3 内国通運株式会社

を板幹とし，合同運送，国際主E送，明治巡送が正式に合併し，

国際通運株式会社を設立するにいたった。

これより先， 合同の進行過程において公認制度は廃止され，

新たに指定運送取扱人制度が設定された。すなわち昭和 2・ 10 鉄

道省は新たに設けた特別小口扱の集配作業を合同運送会社に元

請させ，それと代型店契約を結ぶ合同運送業者 l 駅 l 店を指定

迎送耳元扱人とした。指定制度実施当時 (11召手[1 2 ・ 10) には . 2.301 
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